


序　　　　　文

ラオス国政府は1995年６月、既存高等教育機関の統合で、８学部からなる総合大学・ラオス国

立大学を創設し、1996年10月から初年度の教育を開始した。

これに伴ってラオス国政府は我が国に、２つのプロジェクト方式技術協力を要請してきた。ひ

とつは「工学部電気工学科拡充計画」で、学士コース（５年）新設に伴う教員の能力と教育内容

の向上を図りたいとするもの、いまひとつは「経済経営学部支援計画」で、同国の市場経済化推

進に必要な人材の育成をめざすものであった。

一方、我が国の政府開発援助によって、アジアの市場経済移行諸国に、人材育成を目的とする

「日本センター」を設立する構想が急浮上し、1998年７月には、外務省経済協力局開発協力課

坂本課長を団長とするプロジェクト形成調査団が派遣されて、ラオス国ではラオス国立大学経済

経営学部に近接して設立するのが最適と結論づけられた。

このように、ラオス国立大学に対しては３つのプロジェクトが並行して構想され、我が国の対

応方針決定が迫られてきたため、国際協力事業団は1999年１月31日から２月７日まで、当事業団

社会開発協力部計画課  海保課長を団長とする基礎調査団を現地に派遣し、これら３プロジェク

トへの協力方針を検討した。その結果、いずれについても我が国の積極的支援が必要との報告を

得た。

本報告書は、同調査団による調査・協議結果を取りまとめたもので、今後の協力活動展開にあ

たり、広く活用されることを願うものである。

ここに、調査にご協力いただいた外務省、文部省、在ラオス日本大使館など、内外関係各機関

の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層の御支援をお願いする次第である。

平成11年３月

国際協力事業団　
社会開発協力部　
部長　 加藤圭一
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第１章　基礎調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

(1)   派遣の経緯

ラオス国政府は、1995年６月、アジア開発銀行（ADB）による大学改革計画に沿い、従来

から複数の省の下で運営管理されていた３つの単科大学（教員養成大学、工科大学、医科大

学）及び８つの高等教育機関（高等電子技術学校、農業センター、高等農業学校、高等灌漑

学校、高等森林学校、高等建築学校、高等運輸交通学校、高等法律学校）を統合し、８学部

からなる総合大学・ラオス国立大学（NUOL）の創設を決定した。同大学は1996年10月に最

初の年度を開始している。こうした背景からラオス国政府は日本国政府に対し、NUOLに関

する次の２つのプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

�

〈ラオス国立大学工学部電子工学科拡充計画〉

工学部は７学科で構成され、本要請案件である電子工学科を除く６学科は旧工科大学を母

体としているが、電子工学科は高等電子技術学校が母体である。高等電子技術学校は1977年

に我が国の無償資金協力で中等電子技術学校として開校し、その後1983年に高等電子技術学

校に格上げされ、NUOLの設立とともに同大学工学部電子工学科として統合された。中等電

子技術学校として開校する以前から、一時中断があったものの、協力は断続的に行われてお

り、現在も個別の長期専門家が派遣されている（1994年には校舎改修、実験棟建設、教育用

機材供与のための我が国の無償資金協力が実施されている）。旧高等電子技術学校は３年間

のディプロマ（高等専門）コースで、電子工学科に昇格した後も同３年コースは継続されて

いるが、新たに学士コース（５年間）が設置されたため、教員の能力、カリキュラム等の教

育内容を学士コースに見合ったレベルに向上させることが緊急に必要とされ、プロジェクト

方式技術協力の要請がなされた。なお1998年９月より同学士コースの専門課程（３年次か

ら）が開始されている。

�

〈ラオス国立大学経済経営学部支援計画〉

ラオス国は1985年の新思考政策導入以来、それまでの社会主義計画経済から市場経済化に

転換しているが、市場経済に対応できる人材が少なく、また高等教育機関も存在していな

かった。そこで、経済・経営の分野で不足する人材を持続的に育成していくために、NUOL

設立時に同大学に経済経営学部（FEM）が新設されることになった。同学部の新設について

は、NUOLの設立を支援したADBがカリキュラム開発、ラオス人教員の育成等に対する協力

を行っているが（ADB Post-Secondary Education Rationalization Project;1998～2002の一部）、
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ラオス国政府としては同学部の立ち上げのための協力は日本から受けたいと強く要望してい

る。日本から一定規模の協力を得られる場合はADBからの支援は中断させる意向である。こ

ういったラオス側の意向を受け、1997年度より個別専門家として神戸大学の豊田利久教授ら

が数度にわたり派遣され、FEMの設立計画、カリキュラム、教員養成計画に対する助言等を

行っている。また学部校舎、必要機材の整備に対する無償資金協力の要請も提出されてい

る。なお1998年９月より同学部の専門課程（３年次）が開始されている。

一方、モスクワ大学内に設立された日本センターを模範として、アジアの市場経済移行国

（ヴィエトナム、カンボディア、ミャンマー、モンゴル、ラオス、ウズベキスタン、カザフ

スタン等）にも政府開発援助（ODA）によって類似のセンターを設立する構想が急浮上

し、外務省経済協力局開発協力課長を団長とするプロジェクト形成調査団（人材育成セン

ター）がラオス国、ヴィエトナムに1998年７月11日～22日の間派遣された。同調査の結果、

ラオス国についてはNUOL本部キャンパス（ドンドク）内のFEMに近接した場所に同セン

ターを設置することが最適とされた。

�

(2)  調査の目的

以上のようにNUOLに対しては３つのプロジェクトが並行して構想されていることから、

これに対してどのように対応するかの決定が必要となっており、以下の項目につき調査を

行ったうえで、３つのプロジェクトに対する協力方針を検討することを目的に、基礎調査団

が派遣された。

1）FEM及び工学部電子工学科に対するラオス側の協力要望内容の確認

2）1998年９月に開始されたFEM、工学部電子工学科の専門課程の実施状況の把握、専門

課程実施上の問題点の確認

3）FEM棟建設予定地、日本人材協力センター建設候補地の状況確認

4）日本人材協力センター建設候補地であるNUOL本部キャンパス（ドンドク）の周辺状

況（道路事情、バス等運行状況、通勤事情等）の確認

5）ビジネスコース、日本語コースに対するニーズの確認

�

１－２　調査団の構成

団長／総括　　　　　　　海保　誠治（JICA社会開発協力部計画課 課長）

経済経営学部運営　　　　豊田　利久（神戸大学国際協力研究科 教授）

施設機材整備計画　　　　中村　秀規（JICA無償資金協力調査部第二課 職員）

協力企画　　　　　　　　梅宮　直樹（JICA社会開発協力部第一課 職員）
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�１－３　調査日程

　1999年（平成11年）１月31日～２月７日

順日 日月 ( 日曜 ) 務業び及動移

１ /1 13 ）日（
：クコンバ→田成 717LJ ）員団宮梅、村中、長団保海（

：クコンバ→港空西関 326LJ ）員団田豊（

２ /2 1 ）月（
：ンャチンエィヴ→クコンバ 096GT

ACIJ 敬表館使大本日スオラ在、せ合打所務事

３ /2 2 ）火（
、敬表長学学大立国スオラ、敬表会員委力協資投府相首

敬表省育教、議協・問訪部学営経済経学大立国スオラ

４ /2 3 ）水（

問訪院学政行治政家国、議協・問訪部学工学大立国スオラ
）員団村中、長団保海（問訪ルークスーターュピンコ

）員団宮梅、田豊（問訪ルークススネジビナタッラ
部学営経済経学大立国スオラ BDA せ合打とトンタルサンコ

５ /2 4 ）木（
議協のと学大立国スオラ

）員団宮梅、村中、田豊（査調り取き聞師教語本日、問訪所議会工商立国スオラ
）長団保海（理整料資

６ /2 5 ）金（
議会括総のと学大立国スオラ、委力協資投、省育教スオラ

ACIJ 告報へ所務事

７ /2 6 ）土（ ：クコンバ→ンャチンエィヴ 196GT 泊クコンバ、

８ /2 7 ）日（
：田成→クコンバ 807LJ ）員団宮梅、村中、長団保海（

：港空西関→クコンバ 827LJ ）員団田豊（

�１－４　主要面談者

〔ラオス側〕

(1) 首相府投資協力委員会 (Committee for Investment and Cooperation, Prime Minister's Office)

Mr. Thongphachanh SONNASINH Director General,

Dept. of International Economic Cooperation (DOIEC)

Mr. OUPRAVANH Deputy Director General, DOIEC

Mr. Hajime WATANABE JICA Expert

(2)  教育省 (Ministry of Education)

Mr. Bounthavy IMSISIEMMAY Director, Cabinet

Mr. NAKHAVITH Deputy Director,

Dept. of Higher, Techinical and Vocational Education

Mr. Mitaray SIKHAMTATH Director, Dept. of Planning and Cooperation (DOPC)

Dr. PHOLSENA Deputy Director, DOPC

Ms. SENGMANY Head, External Relations Div., DOPC
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(3)  ラオス国立大学 (The National University of Laos)

Dr. Bosengham VONGDARA Rector

Mr. Tuyen DONGVAN Vice-Rector

Dr. Sayamang VONGSAK Vice-Rector

Dr. Somkot MAMNGNOMEK Dean, Faculty of Engineering and Architecture (FEA)

Dr. Bounthong VONGXAYA Head, Dept. of Electronics (DOE), FEA

Mr. Susumu IKEDA JICA Expert on Electronics, DOE, FEA

Mr. Wiboon PROMPHANICH JICA Expert, DOE, FEA

Mr. Sengprasong PHRAKONKHAM　　Head, Dept. of Electrical Engineering (DOEE), FEA

Mr. Pasomphone HEMTHAVY DOEE, FEA

Ms. Chandeng SIIPAPHANH Head, Dept. of General Administration, FEA

Mr. Khampheui PHOMMACHNH Vice Dean, Faculty of Economics and Management (FEM)

Dr. Dominique MELLET Adviser in Economics, FEM

Dr. Manfred MANTHEY Adviser in Management, FEM

Mr. Sengsomphone VIRAVOUTH Deputy Director, Dept. of Finance

(4)  国家政治行政学院 (National Organization for the Studies of Policy and Administration)

Mr. Seuath SOULIGNADETH Deputy Director, Dept. of Administration Affairs

Mr. Bounmy SICHANH Deputy Director, Dept. of Technical Affairs

Mr. Thonglay SISOUTHAM Deputy Director General,

National School of Administration and Management

(5)  ラオス国立商工会議所 (Laos National Chamber of Commerce and Industry)

Mr.Chanpheng BOUNNAPHOL Acting-President

(6)  民間ビジネススクール

Mr. Khamkang XAYACHAK Deputy Director, Comcentre College

Mr. Somphet Director, Rattana Business School

Mr. Inphone Novdaranouvong Vice President for Academic Affairs,

Rattana Business School

Mr. Somoy Sodarack Faculty staff, Rattana Business School

(7)  日本語教育関係者

Ms. Yuko OSAWA Teacher, Language International School (Laos-Japan)

Ms. Takako SASAKI Staff at Fujita Corporation（元日本語教師）

Mr. Houmpheng MECKHASINH Staff at Toyota（元日本語教師）

�
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〔日本側〕

(1)  在ラオス日本大使館

坂井　弘臣 特命全権大使

長野　誠司 二等書記官

(2)  JICAラオス事務所

高畑　恒雄 所長

熊谷　信弘 所員

池田　則弘 所員

多田　融右 企画調査員

山田　恭稔 コンサルタント



－6－

�第２章　要　　約

(1)  調査団は1999年２月１日から首相府投資協力委員会国際経済協力部長、国立大学学長、副

学長、教育省官房長、国立大学工学部長のほかにアジア開発銀行（ADB）コンサルタント

（GOPA所属の大学教授２名）、国立政治行政学院技術部長、私立ビジネススクール２校の

校長、商工会議所会頭等の表敬及び協議並びに無償資金協力要請を手続き中の経済経営学部

（FEM）、ラオス日本人材協力センターの建設候補地の視察を行った。

�

(2)  調査団は２月５日に教育省、国立大学及び投資協力委員会と総括会議を行い、席上団長か

ら概要報告文書を提示の上、調査結果の説明と課題の整理を行い（資料１参照）、今後の協力

の推進に双方努力するとの点で意見の一致をみた。

�

(3)  概要報告文書の内容並びに先方反応の要旨は次のとおり。

  1）ラオス国立大学経済経営学部

教育省並びに国立大学、投資協力委員会いずれも、我が国プロジェクト方式技術協力に

係る要請のうち同学部及びラオス日本人材協力センターに係る協力要請には第１位の優先

順位を付していることを確認した。

また、無償資金協力を要請中の同学部及びラオス日本人材協力センターの建設場所は国

立大学管理棟に隣接する国有地であることを確認した。なお、無償資金協力に関しては、

これらに加えてオーディトリアムの建設に関しても要請に含めたいとのラオス教育省の意

向が示されたが、調査団の権限を超えることでもあり、日本の関係当局に伝達する旨回答

し先方もこれを了解した。

また、同学部については現在ADBのコンサルタントとして２名の大学教授が学部運営

と人材育成開発に係る助言を行っているが、同協力は2001年９月頃までに終了する見込み

であることを確認した。また、調査団からは、ADBが現在支出している外部教員の手当

を含めたラオス側教員の手当を日本は支援できないことを説明し、併せてオーナーシップ

の下にラオス側で手当すべき事項である旨申し入れたところ、ラオス側もこれを確約し

た。

 �2）ラオス日本人材協力センター

同センターについては、FEMの付属機関とし、同学部に対するプロジェクト方式技術協

力の一部として協力を実施するとの日本側案が確認された。運営体制については、今後更

にラオス・日本双方で細部を協議することになるが、少なくとも所長ポストについてはラ

オス国、日本双方から１名ずつ所長を配置し、分担を定めた複数所長制をもって実施運営
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を行うことが確認された。

センターの活動は日本語研修、ビジネスコース開催、各種セミナー開催を基本とし、更

にラオス・日本の文化交流事業の実施も検討されることが確認された。ただし、特にビジ

ネスコースに関しては、コース内容、コースの水準、コースの期間、回数等、我が国が他

国で実施している事例を参考とするが、当地のニーズ、他の民間のビジネススクールや各

種研修・訓練機関との競合関係の有無等、更に調査・検討するべき点があるので、ラオス

側が1999年４月中に国立大学内の意見を取りまとめ、JICAラオス事務所を通じて我が国

に報告すること、また日本側（JICA）においても在外事務所によるニーズ調査の実施を

検討することとした。なお、国立大学関係者の現時点でのアイデアとして、会計、観光、

ホテルビジネスコースがあげられた。

� 3）工学部電子工学科

電子工学科に対するプロジェクト方式技術協力の要請については、過去の協力の成果に

より基盤が形成されてきたこと、1998年度に実施された第三国（タイ）専門家派遣の方式

が極めて有効であったことから、現在タイ国モンクット王工科大学（KMITL）とラオス

国立大学（NUOL）工学部との間で結ばれている学術協力協定を活用する方法を検討する

ことを調査団から提案し、ラオス側もこれを了承した。

なお、現在までのところ、KMITLの学位を付与するために同工科大学から年間15～16

名の教員を２年間にわたり、合計８か月間派遣することと併せて、NUOL工学部教員10名

を２か月間ずつ、２年間にわたりKMITLに派遣することが両大学間で合意されていると

確認された。

調査団からは第三国専門家派遣については1999年２月中に正式要請を提出するよう求め

た。また、ラオス人教員のタイ派遣に関する日本への支援要請については、KMITLで実

施中のプロジェクト方式技術協力の枠内で「アセアン高等教育ネットワーク」の活用を検

討する旨調査団から回答した。なお、現在の案によれば1999年のタイにおける研修実施は

７月中旬から９月中旬に計画されていることが確認された。また、本件検討の結果につい

ては、JICA本部からラオス、タイ両JICA事務所を通じてNUOL及びKMITL双方に連絡す

ることとした。

(4)  所感

 1）同国は着実に開放化、市場経済化が進行していると坂井大使は発言されたが、これに対

応する人材育成が急務である。FEMの第１期３年次の160名の学生は施設が狭いため、２

クラスに分割され授業が行われていた。教室も１室のみ、コンピューター等の基本機材も

数台のみで、整備が急がれる現状にある。こうした状況から教育省は本件に対する技術協
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力、無償資金協力は第１優先案件とし、日本からの協力に対する期待を強調していた。ま

た、ラオス日本人材協力センターについてもFEMに対する協力の一部として実施されるこ

との有利性を強調していた次第である。

 2）電子工学科に対する第三国専門家派遣の要望並びに「アセアン高等教育ネットワーク」

を活用した我が国の支援は、さきの日本・タイパートナーシッププログラムの具体例とな

ることから積極的に支援すべきと判断される。

　　ラオス側は、タイ及び日本双方の支援による工学部教官の養成を、緊急課題に対する唯

一の有効な対処案とみなしており、三者のパートナーシップ（Tripertite Partnership）の実

現のためぜひとも日本側（JICA）の支援を得たいと、教育省官房長、国立大学学長及び投

資協力委員会国際経済協力部長のいずれもが強調していた。特に投資協力委員会国際経済

協力部長は、ラオス国における最大の支援国である我が国に対する信頼と期待を語り、日

本・タイ二国間のパートナーシップをラオス国に加えた三者間パートナーシップに転換

し、その形成・実施においては我が国の支援が決定的に重要であることに触れ、KMITLと

NUOL工学部との学術交流協定にぜひとも日本側の参加と支援を得たいと述べていた。
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第３章　要請の背景

３－１　上位計画の概要とその関連

ラオス国立大学（National University of Laos; NUOL）は、1995年９月に融資合意がなされた

アジア開発銀行（ADB）による高等教育合理化プロジェクト（Post-Secondary Education Ratio-

nalization Project; PSERP）に沿って設立され、1996年10月に最初の年度を開始している。NUOL

は人文社会学部、教育学部、経済経営学部（FEM）、理学部、法学部、工学部、農林学部及び

医学部の８学部からなる。今次基礎調査の対象となっているFEM及び工学部（電子工学科）は

いずれもNUOLの学部であり、PSERPはFEM及び電子工学科の整備計画に対する上位計画と位

置づけられる。

 PSERPの目的は、市場経済への対応の一環として必要な人的資源を効率的効果的に供給す

べく高等教育を改善するというラオス国政府の計画のもと、NUOLにおける学士レベルの教育

を確立することである。そのために、PSERPにおいては、「運営機構、学部構造といった

NUOL運営の枠組みの整備」「基礎教育課程、FEM及び理学部における国際標準レベルの教育

プログラムの整備」をめざしている。

 PSERPの概要は以下のとおりで、プログラムは大きく分けて、大学組織整備とプログラム

整備からなる。

(1)  大学組織整備

1）NUOLの管理運営構造の設立

2）運営情報システム及び維持管理機材ワークショップの整備

3）図書館機能向上

4）図書館のネットワーク化

5）教育省（MOE）高等教育職業訓練局の再組織化・強化

(2)  プログラム整備

1）基礎教育課程（大学1・2年次）の新設

2）FEMの新設

3）理学部の再組織化・強化

4）その他の学部におけるスタッフトレーニング

主な投入要素は、①海外におけるスタッフトレーニング、②土木工事コンサルタント・外部

大学スタッフ（教育運営アドバイザー、教科アドバイザー及び臨時講師）雇用、③大学施設

（大学本部管理棟、大教室、学生寮、実験棟、グリーンハウス、洗面シャワー施設、化学薬品

貯蔵施設及び運動場スポーツ施設）整備、④機材・設備整備等である。
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PSERPの投資総額は2,500万ドル（ADB80％、ラオス側20％）である。プロジェクト終了年

限は2001年12月31日の予定である。

1999年１月13日から21日までADBのPSERPに関する中間評価調査団がラオス国に派遣され、

今後必要なフォローアップ対応の内容について協議された。

FEM及びラオス日本人材協力センターに対する我が国の技術協力及び無償資金協力並びに工

学部電子工学科に対する技術協力のうち、PSERPと直接関係するのはFEMに対する技術協力及

び無償資金協力である。

PSERP中のFEMへの支援内容と日本側協力内容との関連については３－２に記述する。

�

３－２　当該分野の現状と問題点

３－２－１　経済経営学部（FEM）

(1)   概況

1998/1999年度の最初の学期は２週間遅れで1998年11月２日に開始された。現時点での

カリキュラムは1998年１月に同学部を訪れた学部運営に係るJICA短期専門家（神戸大学

豊田利久教授）のアドバイスのもとに作成されたカリキュラム原案に、ADBアドバイ

ザー及びその後再度派遣された同専門家が修正を加えたものである（資料２参照）。

最初の学期の授業科目はこのカリキュラム案のとおり実施されている（資料３参照）。

当初MOEが予定した定員は80名であり、教員が充足された将来の定員が150名であった

が、基礎教育課程を終了してFEMを志願した学生が350名に達したことを考慮して大学側

は成績上位者114名及び個別事情を有するもの46名の計160名を第１期生として受け入れて

いる。

�

(2)  教員に係る現状と問題点

現在の学部教員は16名である。これらの教員の現有資格、教員経験、英語能力等につい

ては資料４のとおりである。博士号取得者は皆無であり、修士号取得者は６名である。フ

ランスで修士号を取得した２名を除いて、４名は旧社会主義国において修士号を取得して

いる。また、このうち経済学または経営学と関連する専攻での学位取得者は３名である。

現在６名の教員がタイの大学院において修士号取得をめざして研修中である。そのうち４

名はADBプロジェクトの枠で派遣されている。残りの１名とこれから出発予定の１名の

計２名は、ドイツの国費によって留学することになっている。

現在の教員の多くは、基礎教育課程または人文社会学部でなんらかの科目を担当する一

方で、FEMの科目も担当するが、どの科目を担当するかは決まっておらず、５月以降の担

当科目について意志表示がみられるのは会計学のみである。今学期は会計学以外はすべて
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ADBアドバイザー及びADBプロジェクトにおいて雇用されている臨時講師が担当してい

る。これらの講師の契約期間は原則として２年である。一覧表は資料５のとおりである。

また自ら教科書を作成できる科目は「初等経済学」「初等経営学」「会計学1、2」等に

限られ、教員の教科書作成能力が決定的に不足している。現在講義が行われているほかの

科目については、担当している臨時講師が教科書作成と講義を並行して進めている。

今後国際水準の学部教育を行っていくには、まず学部教員の質の向上及び量的拡充が必

要である。

�

(3)  施設・機材に係る現状と問題点

FEMは現在、人文社会学部政治学科（旧師範学校）の１棟の２階の全６室を1998年10月

から間借りしている。一番大きい部屋でも80名が収容限度であるため、学生を半分に分け

て同じ講義内容を週２回繰り返している。ただしこれでは必要単位数の講義時間には不足

である。他の５室は小さい部屋で、学部長室、アドバイザー室、教職員室、秘書室及び

チュートリアル室として用いられている。チュートリアルは26～28名の少人数に分けて行

われている。

現在の人文社会学部政治学科の教室の間借りでも１学年160名で３学年の学部専門教育

を行うには不足であり、独自教室・教員・セミナー室等の確保は早急にされなければなら

ない。

コンピューターは学部学生用には全くなく、教職員、アドバイザー用に数台あるのみで

ある。1998年度の第２学期にADBプロジェクトにより12セットのパソコンが供与される

予定であるが、十分な数ではない。

施設・機材ともに不足しているといえる。

�

(4)  ADBプロジェクトとの関連

FEMは他の学部と異なり、その前身となる高等教育機関（高等専門学校等）がない状態

で創立された。その特殊事情が考慮され、ADBのPSERPでは予算の15％という大きな割合

がFEMに対し配分されている。そのほとんどが学部運営、人材育成及びカリキュラム開発

に係る２名の長期（36か月分）アドバイザーと複数の臨時講師の人件費である。これらの

協力は2001年９月に終了する予定である。我が国の協力内容の検討にあたっては、前記ア

ドバイザーと十分に協議を行い、同協力と整合性を持った協力内容とすることが極めて重

要である。

また、アドバイザーの派遣については日本による技術協力が実施された場合、その業務

を引き継ぐことが可能であるが、（ラオス人）臨時講師の雇用については日本による技術
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協力の方式で継続することはできない（この点については今次基礎調査でラオス側の了解

を得た）。したがってFEMの教育の量を維持するために、2001年10月以降のMOE独自予

算による臨時講師の雇用の継続等の対応措置が必要である。

�

３－２－２　工学部電子工学科

(1)   概況

工学部は、現時点で学士コースを有する土木、機械及び電子工学科の３学科並びに現在

のところ高等専門コースのみを有する電子、運輸交通、灌漑及び建築工学の４学科、あわ

せて７学科からなる。

土木、機械、電子工学３学科の前身は国立工科大学、電子工学科の前身は高等電子技術

学校、運輸交通学科の前身はヴィエンチャン高等運輸交通学校、灌漑学科の前身はタット

ン高等灌漑学校、建築工学科の前身はヴィエンチャン高等建築学校である。

現工学部の中心である土木、機械、電子工学３学科の前身・国立工科大学は1984年10月

に国連開発計画（UNDP）、ロシア及びドイツの支援を得て開校した。履修年限は５年

で、１学年は120～140名であった。

その後、1989年６月から６か年計画で第二世銀（International Development Assosiation;

IDA）及びスイス国政府（Swiss Development Corporation; SDC）の支援により施設・機材

整備及びラオス人教員の能力向上が行われた。このプロジェクトは２年間延長され、1997

年６月に終了している。

このプロジェクトにおいて特に評価の高かったのが、教員の学位取得を目的とした海外

留学（英国、米国、フランス及びタイ）に対する無償資金協力であった。この結果として

土木、機械、電子工学３学科の教員は学士教育にふさわしい能力を有している者が多い。

また実験室、管理事務棟、食堂、保健室、教員宿舎及び学生寮の新設においては現地気

象条件を考慮した換気システム（窓の設置場所や形式）の評価が高い。

電子工学科の前身は1977年にラジオ・テレビ放送中堅技術者育成を目的として開校され

た中等電子技術学校である。履修年限は３年、履修コースは電子工学、生徒数は１学年約

350名である。1983年には電気電子技術全般にわたる高等技術者養成を目的として高等電

子技術学校に昇格された。履修年限は３年、履修コースは電気機械工学及び電子工学で、

ラオス国における高等電子技術者の90％は同校の卒業生である。

1996年10月にはNUOL工学部電子工学科となり、1998年9月より初めて学士レベルの教

育を受ける学生40名を専門課程第１年次（第３学年）に受け入れた。

このほか、電子工学科には履修年限３年の高等専門コースがある（1998年５月現在の１

学年の生徒数は第１学年から順に170名、82名及び105名である）。1998/1999年度の高等
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専門コースに対する入学数は135名（うち70名は割り当てによるもので現在授業料は無

料、残り65名は試験で選抜された有料入学者）である。

1998年３月～９月にはタイ国モンクット王工科大学（KMITL）から第三国専門家とし

て、コンピューター工学分野の教員が派遣された。この間にコンピュータープログラムを

解するラオス人教員が２名から５名に増加するなど評価が高かった。

また1999年１月18日にNUOL工学部とKMITL工学部との大学間協定が結ばれ、NUOL工

学部電子工学科教員のレベルアップを目的とするKMITLからの教員派遣及び電子工学科

教員のKMITLにおける研修等について、その内容及び費用負担が合意された。

(2)  教員に係る現状と問題点

現在、電子工学科の教員は17名である。博士号取得者は１名、修士号取得者は１名、学

士号取得者は３名、高等ディプロマ取得者は12名である。

学士号レベルの教育を行うために十分な資格を持った教員が不足しており、また、教員

用教材の改善も必要である。現在31の専門科目のうち、13科目についてまだ担当教員が決

定していない。

また、カリキュラム、シラバスの改善及び臨時講師の補充も必要である。

(3)  施設・機材に係る現状と問題点

現校舎の改修、実験棟の新設及び機材の調達は1993年に日本の無償資金協力を受けて実

施された。施設・機材ともに適正に使用されている。

学生教育用のパーソナルコンピューター22台は週２回及び週４回の２コースに使用され

ている。学生は授業中及び保守時間を除き、１時間200キープ（約50円）で学生に開放さ

れている。現在の学生数（学士コース及び専門高等コースあわせて１学年190名）に対し

て不足している（８名で１台）。またウインドウズ98のインストールはできない。

工学部図書館にある教科書はすべて外国語（英語、ドイツ語、ロシア語、タイ語等）で

あり、タイ語のものを除いて現在の学生には利用できない。またその内容は古い。更に数

も不足している。

�

３－３　当該分野に対する協力実績

３－３－１　経済経営学部（FEM）

(1)   技術協力

 1）専門家派遣

以下の短期専門家が学部運営に係る短期専門家としてFEMに派遣され、これらの専門
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家によりカリキュラム及びシラバス作成支援が行われた。

・神戸大学大学院国際協力研究科　豊田利久教授：1998年１月８日～１月31日、４月

29日～５月13日及び11月５日～12月２日

・東京大学大学院工学系研究科　吉田恒昭教授：1998年11月24日～12月11日

 �2）研修員受入れ

�国立大学経済経営学部に関連して以下の研修員が受け入れられている。

・ラオス国別特設「経済運営管理」

実施年限：1990年度～1997年度

受入機関：神戸大学、（財）国際開発センター

・「国立大学経済経営学部」

人数：４名

受入期間：1999年２月、約20日間程度

受入機関：神戸大学、東京大学等

・「国立大学運営管理」

人数：２名

受入期間：1998年10月、約20日間程度

受入機関：明治大学、名古屋大学、東海大学、神戸大学等

�

(2)  無償資金協力

実績なし。

�

３－３－２　工学部電子工学科

(1)  技術協力

 1）専門家派遣

1975年の政権交代以前には、現工学部電子工学科の前身であるラオス国立工業技術学

院（後の高等電子技術学校）に対し、エレクトロニクスに係る専門家２名が1972年９月

～1977年９月までの５年間派遣された（うち１名は現在も電子工学科に派遣されている

池田進専門家）。また1973年に機材供与が行われた。

以下に述べる1993年度無償資金協力「高等電子技術学校改善計画」にあわせて、同じ

く工学部電子工学科の前身である高等電子技術学校に対し、電子工学に係る専門家１名

（池田進専門家）が1999年７月11日までの予定で1995年７月12日から派遣された。

また、1997年10月～1998年１月に電気工学と自動制御に関して専門家２名が、1998年

７月～９月に情報工学に関して専門家１名が派遣された。
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1998年３月～９月及び1999年１月20日～７月16日（予定）には第三国専門家として

KMITLコンピューター工学科の学科長であるMr. Wiboon PROMPHANICHが派遣されて

いる。

 2）研修員受入れ

以下の研修員受入れが実施されている。

・「国立大学工学部強化」

人数：４名

受入機関：明治大学等

�

(2)  無償資金協力

1976年に工業技術学院の校舎建設及び機材調達に係る協力（2.8億円）が、1993年に高

等電子技術学校の校舎改修、実験棟建設及び機材調達に係る協力（6.39億円）が、それぞ

れ実施された。
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第４章　要請内容の確認及び協力の方針・内容

４－１　経済経営学部支援計画及びラオス日本人材協力センター設立構想

(1)   要請の内容について

３－２「当該分野の現状と問題点」で述べられた要請背景のもと、ラオス国政府から国立

大学経済経営学部の立ち上げに係る支援要請が日本国政府に対してなされた（「ラオス国立

大学経済経営学部支援計画」要請書アドバンスは資料６のとおり）。

要請書で述べられている要請の概要は資料７のとおりであるが、今次調査団により、ラオ

ス側が経済経営学部（FEM）への支援について非常に高いプライオリティの要望を持ってい

ることが確認された。また、要請の内容について変更がないことを確認するとともに、協力

の内容、実施体制、投入計画等については要請をベースに次期調査において日本・ラオス間

で協議することを確認した。

また、2000年度の授業科目担当者の未決定科目のうち、日本に対して、「Econometrics」、

「Asian Economies」、「Environmental and Natural Resources Economics」、「Banking

Management」の４科目について短期専門家の派遣の要望があることが確認された。また、

「Agri-Business Management」についてはフィリピン人専門家の第三国専門家としての派遣

を求める要望があった。

一方で、1998年７月にラオス国を訪れた外務省経済協力局の坂本開発協力課長（当時）を

団長とするプロジェクト形成調査団によりラオス日本人材協力センター（日本センター）の

設立構想が提示され、ラオス側関係者に歓迎された。

�

(2)  協力の方針について

  1）FEM支援と日本センター設立支援をセットにしたプロジェクト方式技術協力の実施

これについて、FEMと日本センターのビジネスコースとの関係については、①日本セ

ンターのビジネスコースを将来現地化（現地講師による実施）していくにあたり、FEMの

教員が現地講師として想定される、②FEMのカリキュラムの一部を日本センターで実施

する等FEMとセンターとのさまざまな形での連携が想定されるなどから、両者が互いに補

完しあう関係をもつことが適当と考えられた。このような判断から、同学部への支援と日

本センター設立に係る支援をセットにしたプロジェクト方式技術協力の実施が日本側から

提示され、教育省並びに国立大学、投資協力委員会いずれからも賛同を得た。

なお、FEMと日本センターを組み合わせる意義としては以下があげられる。

・日本センターが実施するビジネスコースの実施を通しFEMの教員、学生にビジネスの

分野における実践的な情報を提供する。
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・日本センターのビジネスコースを将来現地化（現地講師による実施）していくために

FEMの教員を育成することは不可欠である。

・日本センターにおけるコースは社会人を対象とすることを想定しているが、大学が一

般学生のみならず社会人に対する教育の機会を提供するということはそれ自体意味のあ

ることである。

・ラオス国がグローバリゼーションの大きな流れの中で国を維持発展させていくために

は、時間をかけて若い人を一から育てていくだけでなく、既に社会に出ている人々にグ

ローバリゼーションの波を生き抜くための知恵や情報を提供していくことが同時並行的

に実施されることが必要である。

組み合わせの具体的方策は今後ラオス側と検討する必要があるが、例えば以下のような

方策が考えられる。

① 日本センターで実施されるコースの学生への開放

② 日本・ラオス交流に係る学生主導の自発的催しに対する場の提供

③ FEM教員の日本センター・ビジネスコース講師としての招へい（講師謝金の支払

いにより教員の給与の補てんともなる）

④ FEMのカリキュラムの中の単位の一部となる日本センターでの集中コースの実施

⑤ 日本留学生候補者に対する出発前日本語研修

⑥ 学生のためのパソコン教室の実施

なお、②、⑤、⑥はFEMの学生に限らず、対応することが想定される。

  2）個別専門家の派遣

2000年度の短期個別専門家の派遣につき、その必要性を検討することとする。

�

４－２　工学部電子工学科拡充計画

(1)   要請の内容について

３－２「当該分野の現状と問題点」で述べられた要請背景のもと、ラオス国政府から国立

大学工学部電子工学科への支援要請が日本国政府に対してなされた（「ラオス国立大学工学

部電子工学科拡充計画」要請書アドバンスは資料８のとおり）。

要請の概要は資料９のとおりであり、これについてもラオス側が日本側の支援について強

い要望をもっていることが確認された。

�

(2)  協力の方針について

電子工学科に対するプロジェクト方式技術協力の要請については、調査団から過去の協力
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の成果により基盤が形成されたこと、1998年度に実施された第三国（タイ）専門家派遣の方

式が極めて有効であることを理由に、タイ国モンクット王工科大学（KMITL）とラオス国

立大学（NUOL）工学部との間で既に締結されている学術協力協定を活用する方法を検討す

ることが確認された。

現在の案では、KMITLの学位を付与するため、同工科大学から年間15～16名の教員を２

年間に合計８か月派遣することと併せて、NUOL工学部教員10名を２か月間ずつ、２年間に

わたりKMITLに派遣することが両大学間で合意されていると確認された。

調査団からはKMITLの教員のNUOLへの派遣については、第三国専門家スキームの活用を

検討することとし、1999年２月中に第三国専門家派遣に係る正式要請を提出するよう求め

た。また、ラオス人教員のタイ派遣に関する日本への支援要請については、KMITLで実施

中のプロジェクト方式技術協力の枠内で「アセアン高等教育ネットワーク」の活用を検討す

る旨調査団から回答した。なお、現在の案によれば1999年のタイにおける研修実施は７月中

旬から９月中旬に計画されていることが確認された。また、本件検討の結果については、

JICA本部からラオス、タイ両在外事務所を通じてNUOL及びKMITL双方に連絡することとし

た。

また、同計画の支援を１つの業務とする個別専門家（長期）の派遣継続及び適宜個別短期

専門家の派遣を行うことについても検討することとした。

�

４－３　無償資金協力

(1)   経済経営学部（FEM）及び日本センター

FEM及び日本センターについては修正された要請内容が教育省（MOE）より1999年４月

末までに提出されることから、施設・機材ともにその規模、仕様、数量等は基本設計調査で

検討されることとなる。

今次基礎調査の後に想定されているプロジェクト方式技術協力では、事前調査等において

学部及びセンターの活動内容を具体的に先方と協議・確認しながら、施設・機材の設計を行

う必要がある。

他方、日本センターについては既に以下のような日本センター設置想定国共通の施設・機

材案があり、こうした共通の施設・機材案をもとに基本設計を行う場合は1999年７月に基本

設計調査を開始することもあり得るが、ラオス国の現地事情を極力反映した施設・機材内容

とすることが技術協力の実施上望ましいといった場合には、技術協力の枠内で事業投入要素

としての施設・機材の規模設定に必要な上述の項目（日本センターのコース講座数・期間・

回数、活動内容及び想定生徒数）が固まった後、基本設計調査を開始することとなる。
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(2)   大学本部管理棟及び大講堂

以上のFEM及び日本センターの他に、NUOL共通の施設として、大学本部管理棟の新設が

1998年７月23日付公信第426号における当初無償資金協力要請には、含まれていた。この管

理棟の新設は無償要請以前はアジア開発銀行（ADB）の高等教育合理化プロジェクト

（PSERP）に土木工事のコンポーネントの一部として既に含まれていた。MOEは日本によ

る協力の実現可能性も視野に入れていたためADB融資による入札を一時延期していたが、最

終的に1999年２月８日に開札の予定となった。予定では1999年７月に施工が開始され、2001

年１月に完工することになっている。ただし入札結果は本報告書執筆時点では不明である。

また今次基礎調査中、MOEはこの本部管理棟に代えて大講堂（オーディトリアム）の建

設に係る無償資金協力を口頭で要請したが、本基礎調査団の協議対象外であり、正式な要請

の変更についてはラオス側が1999年４月末までに行うことで合意した。

本部管理棟及び大講堂が無償資金協力要請に最終的に含まれるか否かについては、要請内

容が正式に変更されることを待って確認すべきである。

設　施

門部理管 所長 長所副（ ） 控師講、室 室 用名５（ ） 務事、 室 用名５（ ） 会、室接応、
（室議 51 ）用名

門部練訓育教 教小 室（ m05 2） 教中、２× 室（ m08 2） 教大、１× 室（ m031 2） 、１× LL 室教
（ 03 ）スーブ

室書図 書図（室書図 0003 スーペス覧閲、冊 03 ）用名

室導指学留

等ーピコ、庫倉、レイト 計総（ m0001 2 ）度程

材　機

材機用練訓育教 ンコソパ 03 、台１ータクェジロプドイラス、台 PHO 、台１ VT ッセ２
、ト VT/RTV 、トッセ２ 61 子椅・机、台１ータクェジロプリミ 07 教、組

トスキテ語本日、４板黒、４壇 072 検書図、トッセ５オデビ語本日、冊
１ンコソパ続接トッネータンイ用索

材機用理管 子椅・机、１機刷印トッセフオ、２機写複、５ンコソパ 03 ロクイマ、組
５棚書、１トッセ接応、１スバ

材機用室書図 架書、１ンコソパ用録登理整書図 03 子椅・机用覧閲、 01 書図、組 0003
材教オデビ、冊 001 種

〈日本センター施設・機材整備計画案〉
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第５章　サイト及びその周辺状況
�　

本章では無償資金協力の要請のあった経済経営学部（FEM）及び日本人材協力センター（日本

センター）についてのみ言及する。

�

(1)  経済経営学部（FEM）

FEMはラオス国立大学（NUOL）のドンドク・キャンパス（ヴィエンチャン市中心から北

に約9.5km）内にある。ドンドク・キャンパスにはFEMの他に基礎教育課程（１～２年生）

及び人文社会学部、教育学部、理学部（３～５年生）がある。学生総数は約6,000人と推定

されている。

キャンパス施設のマスタープランはまず1989年にUNESCOの支援を受けて作成された。そ

の後、1997年３月にアジア開発銀行（ADB）の高等教育合理化プロジェクト（PSERP）の下

で改訂作業が行われた。この改訂マスタープランにおいて新FEM棟は各学部棟群の北端に予

定されていたが、現在は大学本部棟のすぐ東側が候補地となっている。ただし正確な建設予

定位置等については1999年４月末までに教育省（MOE）より無償資金協力要請内容の修正

版の中で明らかにされ日本側へ通報がある予定である。

なお、今次基礎調査中にドラフトとして提示のあった先方案のとおりとすると、新FEM棟

の北側に位置するところには、現在、６教室からなる平屋の小学校と２階建ての寺院が存在

しており、これらの移設・移築に問題がないかどうか先方に確認する必要がある。

現時点においてドンドク・キャンパス内には十分なオープンスペースがあり、将来の施設

拡充も容易であると考えられる。キャンパス全体の面積は1,800ヘクタールである。

土質は粘土で、地形はおおむね平坦である。ところどころに灌木が見られる。またフェン

スは既に設置されている。木造建築物には白蟻の害が発生しており、老朽化の進んだ多目的

ホールは1999年１月に取り壊された。現大学本部管理棟にも白蟻の害が指摘されている。

電力供給は24時間行われているが、特に雨期には雨による被害のため、ときどき停電が生

じる。

水供給はヴィエンチャン市から10km離れた水源より行われている。12月から６月の乾期

においては断水が生じる。

キャンパス内のゴミ処理システムは確立していない。空き地で燃やされるか野積みされて

放置されるかである。

汚水処理システムは十分でない。下水システムはなく、現在の浄化槽システムは1961年に

導入されたもので、その後改良されておらず、新たな汚水処理システムの導入が必要と思わ

れる。
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ドンドク・キャンパスは国道13号線から１kmのところに位置し、車で市中心部から30～40

分で行ける。市中心からドンドク・キャンパスまでの道路はアスファルト舗装され、その幅

員は10mである。損傷はほとんどなく、走行に支障はない。

現在キャンパス周辺は低未利用地が多く、工業・商業施設または住宅等は見られない。た

だし今後10～20年程度でヴィエンチャン市の拡大都市圏内に入っていくものと思われる。

�

(2)  日本人材協力センター（日本センター）

日本センターの建設場所はFEMと同じドンドク・キャンパス内に、新FEM棟と隣接して

建設する案がNUOLより提示された。

先方説明によるサイト選定の理由は以下のとおりである。

1）日本センターはFEMの付属機関であり、FEMと隣接させるのは自然である。

2）市中心にある工学部のソックパールアン・キャンパスと違い、ドンドク・キャンパス

にはセンターを新設する十分な土地がある。

3）市中心部からは遠く、センター、特に市場経済対応人材育成コース受講者と想定され

る層の一部である若手公務員や民間企業家にとって、必ずしもアクセスは良くないが、

それでも彼等の保有するバイクで30分程度で通学は可能である。現在の夜間の英語教室

に対しても年間800名の生徒の多くが市中心部から通っている。

4）10～20年後にはドンドクはヴィエンチャンの拡大都市圏の中心となっていると考えら

れる。現在も住宅建設は増えている。

以上の説明はそれぞれ妥当と思われる。

いずれにしても日本センターの建設候補地に関しては、その詳細も含めて1999年４月まで

にMOEより提出される予定の無償資金協力要請の修正版中に含まれることから、基本設計

調査において再度協議・確認する。
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第６章　ラオス日本人材協力センター

６－１　日本センターの位置づけ、機能、運営体制

(1)   これまでの経緯

モスクワ大学内に設立された日本センターを模範として、アジアの市場経済移行国（ヴィ

エトナム、カンボディア、ミャンマー、モンゴル、ラオス、ウズベキスタン、カザフスタン

等）にも政府開発援助（ODA）により類似のセンターを設立することが構想され、外務省

経済協力局開発協力課長を団長とするプロジェクト形成調査団（人材育成センター）がラオ

ス国、ヴィエトナムに1998年７月11日～22日の間、派遣された。同調査の結果、ラオス国に

ついてはラオス国立大学（NUOL）本部キャンパス（ドンドク）内の経済経営学部（FEM）

に近接した場所に同センターを設置することが最適とされた。

日本センターはアジアの市場経済移行国が市場経済化を推し進めるために必要な人材を育

成することを支援するとともに、それらの国と日本の交流を促進する上で拠点となることが

期待されており、①市場経済化を担う実務人材の育成、②日本語教育、留学指導等の日本

関連情報サービスの提供、及び③日本・ラオス国間の幅広い交流、を目的として設立する

ものであることが同調査団からラオス側に説明されている。

�

(2)  日本センター

センターの位置づけ、機能、運営体制に関しては以下のとおり協議した。

 1）日本センターの位置づけ

日本センターについては既述のとおりFEMと密接な関係をもつことが想定されること

から、同学部の付属機関とすることを日本側から提案し、ラオス側の了解を得た。

 2）日本センターの機能

今次調査において、センターの具体的な機能が次の３つの機能：①ビジネスコースの

実施、②日本語コースの実施、③日本・ラオス国の文化交流、であることが日本・ラオ

ス双方により改めて確認された。

 3）日本センターの運営体制

運営体制については今後更に協議されるものの、ラオス・日本双方から所長を配置

し、分担を定めて実施運営することが確認された。また、センターの運営については、

教育省、日本大使館、JICA事務所、国立大学の代表者で構成される日本センター運営委

員会を設置し、年間計画に対する審議と同計画に対する実績の報告を義務づけることが

確認された。
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６－２　ビジネスコース

(1)   ビジネスコース実施の状況

今次調査で、ビジネスコースを実施する既存の機関の事業実施状況を把握するために、い

くつかの機関を訪問し、聞き取り調査を行った。現在ラオス国においてビジネスコースを実

施する機関はヴィエンチャン市内に集中し、国立では主に公務員を対象にしたビジネスコー

スを実施する国家政治行政学院が唯一の機関である。私立では、ラッタナビジネススクール

及びコムセンターの２つの機関がビジネスコースを実施する機関として確認された。いずれ

のビジネススクールも非常に人気が高く、倍以上の倍率で入学者の選抜を行っている。ま

た、商工会議所においてビジネスマンを対象にしたセミナーが適宜開催されていることが確

認された。

各機関の事業概要は以下のとおりである。

 1）国家政治行政学院

国家政治行政学院は、1990年以前から存在した国家政治学院（前身は国家党行政学院

という党内教育機関）及び1991年に設立された国家行政学院という首相府の組織とが

1995年に統合されて設立されたもので、省庁と同格の組織である。同校は主に国家公務

員、地方公務員及び国有企業経営者の育成を目的とし、ビジネスに関しては、以下の研

修コース、セミナーを実施している。

・10か月コース：公務員を対象としたコースで、公務員にビジネスの知識をつけ、企

業を管理する能力をつけることを目的としたコース。

・４年間の学士プログラム（政治学、行政学及び経営管理学コース）：対象は公務員

・１年間のプリマスタープログラム：一般人を対象にしたコース（年間20名）で、１

年間で学士を取得できる。また、成績優秀者についてはタイのアジア工科大学院

（AIT）等への留学の機会が与えられる。

・マクロ経済、開発分野のセミナー

2）ラッタナビジネススクール

① コース概要

同校では以下のコースが実施されている。

・ディプロマコース (Diploma in Business Administration)

ビジネスアドミニストレーションの学士号を付与する５年間のプログラム。

1994年に開始。昨年教育省により認可を受け、1999年秋に最初の卒業生を出す予定。

２年間の基礎教育コース（自然科学及び社会科学の20科目を履修）の後、３年間の専

門課程。５年次にはフィールドスタディ（企業研修）を行う。

・職業コース (Vocational Studies Course)
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短期コースで、科目は会計、国際会計、運転技術、コンピューター、秘書、タイプ。

午前中、午後、夕方コースの３コース開催。

�・ビジネスコース (Professional Course)

短期（７か月間）の社会人向けコース。

② 生徒数

・学士コース：５学年で820名、学年ごとには年々増える傾向にあり、１年生は200名

・職業コース及びビジネスコースの1999年度登録者は720名

③ 教師

教授30名及び講師15名

国立大学からの時間講師、外人講師あり。

教員の保有資格については以下のとおり。

　博士号保有者：２名

　国立大学からの時間講師（教授クラス）が１名

　修士号保有者：12名

　学士号保有者：18名

�　＊うち１名はハンガリーのフルタイムスタッフ（女性）

�　＊３年生以上のコースは修士以上のスタッフによる講義

④ 学費（年、単位：キップ、１US $＝3,200キップ）

・学士コース

１年生：345,000

２年生：355,000

３年生：390,000

４年生：410,000

５年生：430,000

・職業コース（月、単位：キップ）

会計：50,000

国際会計：60,000

コンピューター：60,000

タイプ：40,000

運転技術：25,000～35,000

英語：15,000

 3）コムセンター

同校は1990年に小中学生を対象とする学校として設立されたが、1993年よりディプロ



－ 25－

マレベルの学校となった。

① コース概要

　コースは５年であり、最初の２年間で英語を、後半３年間で専門科目を履修する。

３年生で10科目、４年生で13科目、５年生で16科目の履修が必要となっている。

② 生徒数

　各学年200名程度であるが、入学試験を実施し生徒を選考している。入学試験に

は、毎年1000名程の受験者がおり、非常に人気が高いことがうかがえる。

③ 講師

　講師については常勤講師が52名いるほか、官庁から法律等の科目について12名の客

員講師を迎えている。講師のレベルは最低でも国立大学の学士取得者で、海外でPh.

D. をとっているものも数名ではあるがいる。

�

(2)  ビジネスコースに係る需要と日本センターにおけるビジネスコースのコンセプト

ビジネスコースの対象者は若手公務員、企業家及び学生という当初想定どおりの層が想定

されるが、各々の細かいニーズ及び想定される受講者数は今後の調査によらなければ詳細は

不明である。しかし公務員については国立行政学院においてビジネス講座が重視されてお

り、また民間ビジネススクールでは現職公務員が自主的に受講したりしている。企業家につ

いても投資協力委員会が市場経済対応可能な人材の不足への対策の重要性を強調している。

更に学生についてはNUOLのFEM及び民間ビジネススクールが人気を博している。これらの状

況を考慮すれば、ラオス国経済における市場経済対応型人材の需要は相当に大きいと推察さ

れ、ビジネスコースに対する需要は高いと推測される。

今次調査では、関係機関において日本センターのビジネスコースに対する要望を適宜聞き

取り調査した。その中で共通の意見として出てきていたものは、日本センターでのコースは

短期コースを想定していること、また、市場経済への移行はまだ始まって間もなく、ビジネ

スの本当に基本的な知識をもつビジネスマンさえ少ないことから、非常に基本的、実践的か

つ現実的な課題をとりあげ、現時点でビジネスマンが遭遇している課題を解決するのに直接

役に立つようなコースを実施して欲しいとの要望があった。これは日本センターでのビジネ

スコース設計にあたり１つの考え方となると思われる。また、コース内容については、会

計、国内法、観光、ホテル業、コンピューターに係るコースについて要望があった。

今後、ビジネスコースを設計するにあたっては、コース内容（科目）、水準、機関、回数

等について、日本がロシア等で既に実施している例を参考とするが、ラオス国におけるニー

ズを更に調査・検討する必要があると考えられる。

そこで、今次調査において、ラオス側に対してビジネスコース設計案について国立大学と
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しての考えを取りまとめ、1999年度の早い時期にJICA事務所を通じて日本側に提示すること

を依頼した。また、これと並行し、JICAとしてもラオス事務所を通じてニーズ調査を実施す

る予定であり、２つの調査結果を合わせ、コース設計を行っていくことを検討する。

�

６－３　日本語コース

今次調査では、ラオス国の日本語教育関係者に集まってもらい、ラオス国における日本語教

育の実情及びニーズについて聞き取り調査を行った。調査の概要は次のとおりである。

(1)  日本語コースの実施状況

調査時点でラオス国で行われている日本語教育についての調査結果は以下のとおりであ

る。

 1）Language International School (LIS)

同校は我が国にある円満院が1996年８月に設立した民間の学校である。現在受講生は

約50名。学生、社会人の双方が参加しており、受講生の平均年齢は30歳前後、月謝は８

万キップ（約25米ドル）である。月謝がヴィエンチャンにおける一般的な語学学校の月

謝よりも８倍程度高いことが１つの理由と考えられるが、クラスに関する問い合わせは

多いものの、定員をオーバーするような需要はみられない。

 2）NUOLの基礎コース

NUOLの基礎コースに日本語のコースがあるが、現在唯一の教官が不在のためコース

は開催されていない。

�3）セングサバンLanguage Center

以前日本語教育を行っていたが、既にコースは実施していない。

以上、学校、機関として日本語教育を行っているのは現時点ではLanguage International

Schoolのみで、そのほかは家庭教師レベルで個人的に日本語教育を行っているケースが

みられるだけである。

�

(2)  日本語の需要と日本センターでの日本語コースのコンセプトについて

日本センターの日本語コースについては、モスクワの日本センターを模範に、ラオス日

本センターにおいても、ビジネス日本語及び日本への留学準備のための日本語等が想定さ

れるが、ラオス国の日本語教育に係る需要等を勘案すると以下のような観点も必要になっ

てくると考えられる。

1）現状では高い日本語能力を有するラオス人はひとにぎりであり、一方で一から日本語

を学びたいと思っている人たちが一定程度いるとの感触が聞き取り調査から得られた。

したがって、高度なビジネス日本語に一定の需要はあると考えられるが、一から日本語
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を学べる非常に基本的な日本語コースについても開催の意義が認められる。

2）現在日本語のガイドは１日３米ドルと非常に高い収入がある職業であるが、需要が供

給を上回っている。今後とも日本人観光客が増加することが考えられることから、ガイ

ド養成コース等、ホテル業、観光業に必要な日本語コースには多数の受講希望者がある

ものと思われる。
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